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脱炭素化推進計画の認定と
取組に関する報告

⿃取砂丘コナン空港カーボンニュートラル拠点化協議会

（令和６年１０⽉８⽇ 第６回協議会資料）
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鳥取砂丘コナン空港脱炭素化推進計画の認定

⿃取砂丘コナン空港脱炭素化推進計画の認定
令和6年7⽉31⽇：国⼟交通省より⿃取砂丘コナン空港脱炭素化推進計画の認定を授与

【出典】鳥取砂丘コナン空港脱炭素化推進計画に向けた取組【出典】空港脱炭素化推進計画の認定式を開催します。
～神戸・鳥取の2空港へ認定証を手交

左：遠藤⽒⿃取県輝く⿃取創造本部⻑
右：⽥中⽒国⼟交通省技術審議官
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【出典】各空港における取組(空港脱炭素化推進計画の策定状況

各空港における取組(空港脱炭素化推進計画の策定状況)

各空港における空港脱炭素化推進計画の策定状況
国・地⽅空港含め、⽇本全国計60空港で空港脱炭素化推進計画が実施されている状況
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各空港における取組(空港脱炭素化推進計画の策定状況)

空港脱炭素化推進計画の認定

令和6年
9⽉6⽇
時点の

認定の状況

空港脱炭素化推進計画は昨年度12⽉に初めて
成⽥・中部・関⻄・⼤阪国際空港で認定。
⿃取砂丘コナン空港は60空港のうち、航空局から6番⽬（神⼾空港と同⽇）に、
地⽅管理空港としては1番⽬の認定。

【出典】各空港における取組(空港脱炭素化推進計画の策定状況
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第5回協議会(R6.1.26)から認定(R6.7.31)までの変更点

第5回協議会(R6.1.26)から認定(R6.7.31)までの推進計画の変更の経緯

経緯 ・国⼟交通省航空局からの脱炭素推進計画の指摘対応

第5回協議会(R6.1.26)から認定(R6.7.31)までの推進計画の主な変更内容

指摘回答

・空港脱炭素化推進にあたり空港関係者や利⽤者への意識醸成について記載すること。
⇒空港事業者に対する意識醸成の取組として、協議会を年1回程度開催する旨を追記。

・太陽光発電設備及び⾵⼒発電について、導⼊可能性のある場所を図⽰すること。
⇒推進計画に追記。

・今後の状況変化及び技術の進展等により、必要に応じ⽬標を⾒直す旨追記すること。
⇒推進計画に追記。

・そのほか、表現⽅法の修正や表・図間での不整合を修正。
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空港脱炭素化に向けた取組内容と実施時期(ロードマップ)

カテゴリ
年度

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031‐2049 2050

建物
短
・
中
期
⽬
標
60
％
削
減

カ
ổ
ボ
ン
ニ
ἁ
ổ
ト
ラ
ル
達
成

航空機
空港⾞両
(参考)空港
アクセス
再エネ
その他

熱源空調廻りの
制御追加

明るさ
センサー

2013年度比60%以上の削減達成
20年

EV・FCV化

窓廻りの脱炭素化

SAFの導⼊等

EV・FCV化EV・FCV化
2台以上

⾵⼒発電

空調機
変⾵量制御

第２期コンセッション
（令和９年４⽉１⽇〜）

１）2030年までにCO2排出量を10%以上の削減を⽬指す(2019年⽐)

１）

⿃取砂丘コナン空港カーボンニュートラル拠点化協議会

２）実際の⼯程は、PPA事業者との調整による

2）

今年度

熱源⾼効率化

太陽光発電

⼤温度
差送⽔

EV・FCV化
1台以上

航空灯⽕LED化



〇国際線ターミナルビルの空調熱源機器は設置してから約30年が経過しており、近年、老朽化によって故障・不具合も発
生していることから、令和６～７年度にかけて更新を行う。

★古い機器から新しい機器に  → 高効率化による省エネ

★従来の重油焚きから電気式に → 化石燃料から再エネへの転換に向けて

⇒ 令和6年8月30日付 国の補助金（空港炭素化推進事業費補助金）に採択される

鳥取砂丘コナン空港 熱源の高効率化

事業主体： 鳥取県

事 業 費 ： 内定額176,820千円

（うち国庫88,410千円）

事業期間： R6.10月～R8.1月末

R6.10月～機器調達、R7.9～12月設置工事

施工業者：【機械】大和設備(株)

   【電気】(株)中電工鳥取総括支社

脱炭素化

＜事業概要＞

吸収式冷温水発生器
（重油焚き）

冷却塔

撤去
・
更新

空冷ヒートポンプチラー（電気式）

機器イメージ

【機械設備工事】

〇空冷ポンプヒートポンプチラーの新設

〇既設熱源機器類の撤去

（吸収式冷温水発生器、冷却塔、冷温水ポンプ、

 冷却水ポンプ、オイルポンプ、オイルタンク）

【電気設備工事】

〇キュービクルの新設

〇饋電盤の新設

鳥取県

きでんばん

資料③
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航空灯火LED更新に係る設計及び工事

航空灯⽕ＬＥＤ更新に係る設計及び⼯事
〇事業期間︓2022年度〜2030年度
〇⼯事概要 滑⾛路等の航空灯⽕をLED化する⼯事
〇事業費概算額 1,064百万円（R4〜R12）

〇事業進捗状況

＊現在、LED灯⽕の納品が6ヵ⽉以上要することがあり、現時点では事業進捗に⼀部遅れが⽣じているが、全体計画の中で
遅れは吸収する。

（単位：百万円）

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 計
計画額 67 139 74 57 97 180 180 147 123 1,064

実績額 65 135 200

備考 R5へ繰越 R6へ繰越 R7へ繰越
⾒込

R6年度末
で約20％
の進捗

資料④



資料⑥

脱炭素化の進捗

⿃取砂丘コナン空港カーボンニュートラル拠点化協議会

（令和６年１０⽉８⽇ 第６回協議会資料）
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カテゴリ
年度

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031‐2049 2050

建物
短
・
中
期
⽬
標
60
％
削
減

カ
ổ
ボ
ン
ニ
ἁ
ổ
ト
ラ
ル
達
成

航空機
空港⾞両
(参考)空港
アクセス
再エネ
その他

熱源空調廻りの
制御追加

明るさ
センサー

2013年度比60%以上の削減達成
20年

EV・FCV化

窓廻りの脱炭素化

SAFの導⼊等

EV・FCV化EV・FCV化
2台以上

⾵⼒発電

空調機
変⾵量制御

第２期コンセッション
（令和９年４⽉１⽇〜）

１）2030年までにCO2排出量を10%以上の削減を⽬指す(2019年⽐)

１）

⿃取砂丘コナン空港カーボンニュートラル拠点化協議会

２）実際の⼯程は、PPA事業者との調整による

2）

今年度

熱源⾼効率化

太陽光発電

⼤温度
差送⽔

EV・FCV化
1台以上

航空灯⽕LED化

ロードマップ
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CO2排出量の見通しと達成状況
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2013
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CO2排出量60%減建物
(電⼒)

建物(ガス)

建物(油)
空港⾞両

省エネ

再エネ

電⼒の
排出係数

推進計画
(⽬標値)

推進計画
(基準値) 実績値

熱源⾼効率化
⼤温度差送⽔

航空灯⽕LED
空調機制御

EV・FCV化(1台以上) EV・FCV化(2台以上)
太陽光発電 ⾵⼒発電

2023〜2030年度までに
導⼊する脱炭素技術
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購買電⼒料 PPA電⼒料
燃料費（A重油他） PPA未導⼊エネルギー総費⽤
CO2 PPA未導⼊ CO2 PPA導⼊

CO2排出量
（単位：t）

エネルギー総費用推移（2023年度を100とした推移）

コ
ス
ト
27

カーボンニュートラル達成のための省エネ・再エネ導⼊コスト
2030年度：25 2050年度：27

太陽光発電導⼊

コスト25

カーボンニュートラル
達成

コスト
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